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平成 30年度補正「ものづくり・商業・ 

サービス生産性向上促進補助金」の公募を開始 
 

全国中小企業団体中央会では、平成３０年度補正「ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助

金」（ものづくり補助金）の公募を２月１８日（月）より開始しました。本事業は、中小企業・小規模事

業者が取り組む、生産性向上に資する革新的サービス開発・試作品開発・生産プロセスの改善を行うた

めの設備投資等を支援するものです。公募期間は２０１９年５月８日（水）（第一次締切：２０１９年２

月２３日（土））まで、６月中（一次締切分については３月中）を目処に採択公表を行う予定です。 

 

１．事業の目的 

 足腰の強い経済を構築するため、日本経済の屋

台骨である中小企業・小規模事業者等（特定非営

利活動法人を含む）が取り組む生産性向上に資す

る革新的サービス開発・試作品開発・生産プロセ

スの改善を行うための中小企業・小規模事業者の

設備投資等の一部を支援します。 

２．対象要件 

 認定支援機関の全面バックアップを得た事業を

行う中小企業・小規模事業者であり、下記の要件

のいずれかに取り組むものであること。 

（１）革新的サービス 

 「中小サービス事業者の生産性向上のためのガ

イドライン」で示された方法で行う革新的なサ

ービスの創出・サービス提供プロセスの改善で

あり、３～５年で、「付加価値額」年率３％及び

「経常利益」年率１％の向上を達成できる計画

であること。 

（２）ものづくり技術 

 「中小ものづくり高度化法」に基づく特定もの

づくり基盤技術を活用した革新的な試作品開

発・生産プロセスの改善を行い、３～５年で「付

加価値額」年率３％及び「経常利益」年率１％の

向上を達成できる計画であること。 

３．公募期間 

 受付開始  ２０１９年２月１８日（月） 

 第一次締切 ２０１９年２月２３日（土） 

       （当日消印有効） 

 第二次締切 ２０１９年５月８日（水） 

       （当日消印有効） 

 「ミラサポ（https://www.mirasapo.jp/）」での

電子申請の場合は、２０１９年４月中下旬（予定）

～５月１０日（金）１５時となります。 

４．補助対象事業及び補助率 

（１）一般型 

  中小企業・小規模事業者等が行う革新的なサ

ービス開発・試作品開発・生産プロセスの改善

に必要な設備投資等を支援します。 

・補助額：１００万円～１，０００万円 

・補助率：１／２以内 

     ●生産性向上特別措置法に基づき、

2019 年 1 月 31 日までに固定資産税

の特例率をゼロとする措置をした市

区長村において、補助事業を実施す

https://www.mirasapo.jp/
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る事業者が「先端設備導入計画」の

認定を 2018 年 12 月 21 日の閣議決

定後に新たに申請し、認定を受けた

場合（変更申請の場合は新規の設備

導入を行う計画であること）の補助

率は２／３ 

     ●3～5 年で「付加価値額」年率 3％

及び「経常利益」年率 1％に加え、

「従業員一人当たりの付加価値額」

（＝「労働生産性」）年率3％を向上

する中小企業等経営強化法に基づく

経営革新計画を、2018年12月21日

の閣議決定後に新たに申請し承認を

受けた場合の補助率は２／３ 

・設備投資：必要 

・補助対象経費：機械装置費、技術導入費、専門

家経費、運搬費、クラウド利用

費 

・その他   

●複数の中小企業者等が共同で申請を行うこと   

が可能（補助上限額は共同申請全体で1,000万  

円）。 

●特定非営利活動法人が申請する場合は、上記  

に加えて、次に掲げる①、②に応じた要件を満 

たすこととする。 

①特定非営利活動法人単体で申請を行う場合 

   法人税法上の収益事業（法人税法施行令第  

５条に規定される34業種）を行う法人であり、  

かつ認定特定非営利活動法人でないこと。ま  

た、交付決定時までに本事業に係る「経営力向 

上計画」の認定を受けていること。 

②特定非営利活動法人が中小企業者と共同で  

申請を行う場合 

・共同申請の半数以上が中小企業者によって  

構成され、全体の補助金総額の２／３以上は  

中小企業者に充てること。 

・特定非営利活動法人に対する補助金額が共同  

 申請を構成する法人の中の最高額とはならな 

いこと。 

●生産性向上に資する専門家の活用がある場合  

は、補助上限額に30万円の増額が可能（共同申 

請の場合は全体で30万円までの増額）。 

（２）小規模型 

 ①設備投資のみ 

  小規模な額で中小企業者等が行う革新的サー

ビス開発・生産プロセスの改善を支援します。 

・補助額：１００万円～５００万円 

・補助率：１／２以内 

●一般型と同様、2018年12月20日

以降に先端設備導入計画の認定を

受けた場合、2018 年 12 月 21 日以

降に経営革新計画の承認を受けた

場合は２／３  

     ●小規模企業者・小規模事業者、常時

使用する従業員が20人以下の特定非

営利活動法人の場合は２／３ 

・設備投資：必要 

・補助対象経費：機械装置費、技術導入費、専門

家経費、運搬費、クラウド利用

費 

・その他：複数の中小企業者等が共同で申請を

行うことが可能（補助上限額は共同

申請全体で500万円）。 

 ②試作開発等 

  小規模な額で中小企業者等が行う試作品開発

（設備等を伴わない試作開発等を含む）を支援

します。 

・補助額：１００万円～５００万円 

元気いっぱいのファーストバンクです。  
新オートローン・新型住宅ローン 

                富 山 第一 銀 行 
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・補助率：１／２以内（（２）小規模型①設備

投資のみの補助率に記載した条件を

満たす事業者は２／３） 

・設備投資：可能（必須ではない） 

・補助対象経費：機械装置費、技術導入費、専

門家経費、運搬費、クラウド利

用費、原材料費、外注加工費、

委託費、知的財産権等関連経費 

・その他 

●①、②とも生産性向上に資する専門家の活 

用がある場合は、補助上限額に30万円の増額が

可能（共同申請の場合は全体で30万円までの増

額とする）。 

 ●特定非営利活動法人が中小企業者と共同で申  

請を行う場合は（１）一般型に記載した要件を  

満たすこととする。 

５．補助事業実施期間 

 交付決定日から２０１９年１２月２７日（金）

まで（小規模型の場合は交付決定日から２０１９

年１１月２９日（金）まで）。 

６．お申込み・お問合せ先 

 本会ものづくり・商業・サービス生産性向上促

進補助金 富山県地域事務局 

ＴＥＬ：０７６－４８２－５７３８ 

 

◇ テレビ電話経営相談を開始しました（富山県

よろず支援拠点） 

 

富山県よろず支援拠点では、お近くの指定機関

からテレビ電話で経営相談ができる「テレビ電話

経営相談」を開始しました。 

ご相談がある場合は、事前にご予約いただき、

日程調整の後、指定機関にお越しください。 

 

１．指定機関 

 黒部商工会議所（黒部市植木23-1） 

 氷見商工会議所（氷見市南大町10-1） 

 高岡信用金庫（高岡市守山町68番地） 

２．相談時間 ９時～１７時 

  

３．お申込み・お問合せ先 

富山県よろず支援拠点 

ＴＥＬ：０７６－４４４－５６０５ 

ＦＡＸ：０７６－４４４－５６４６ 

E-Mail:yorozu@tonio.or.jp 

 お電話もしくは下記ＵＲＬお申込みフォームか

らお申込みください。 

https://www.tonio.or.jp/info/yorozu/ 

  

◇ 平成３１年度富山県中央会助成事業の希望調

査について 

 

 本会では、国や県の補助を受けて、中小企業組

合・中小企業を構成員としたグループ・共同出資

会社等の組織の活性化や事業運営の円滑化を図る

ため、各種助成事業を実施していますが、２０１

９年度の予算作成の参考に資するため、希望調査

を行っています。実施を希望される場合は、「助

成事業実施希望書」により、３月１５日（金）ま

でにご連絡くださいますようお願いします。 

 

１．富山県中央会助成事業の概要 

 以下、中央会が事業費を支出する事業 

（１）組合特定問題研究会（自己負担なし） 

 ①懇談会の開催 事業費規模：55千円/回 

 ②研修会の開催 事業費規模：98千円/回 

（２）個別専門指導（補助率2/3） 

 ①テーマ別 事業費規模：21千円/回 

 ②組合別  事業費規模：231千円（1組合等あ  

たり延べ10回） 

（３）組織化集中指導事業（補助率2/3） 

  実施回数：3回（1組合あたり） 

事業費規模：315千円 

（４）青年部研究会 

  対象組合：組合等の青年部 

開催回数：3回（1組合あたり） 

事業費規模：225千円 

（５）女性部研究会 

  対象組合：組合等の女性部 

開催回数：3回（1組合あたり） 
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事業費規模：225千円 

（６）小企業者組合特別講習会（補助率2/3） 

  対象組合：小企業者組合 

  補助金額：100千円以内（1件あたり） 

（７）小企業者組合成長戦略推進プログラム等支  

援事業（組合が事業費を支出） 

  対象組合：小企業者組合 

  補助率・補助金額：補助対象経費（税抜）の  

6/10以内又は1,200千円（税抜）以内のいず  

れか低い額 

（８）取引力強化推進事業（組合が事業費を支出。      

補助率2/3） 

  対象組合：小規模事業者組合 

  補助金額：500千円（税抜）以内（下限100千 

円（税抜）） 

（９）中小企業組合等活路開拓事業（組合が事業 

費を支出） 

  補助率 ：補助対象経費の6/10以内 

 補助金額：上限 11,588千円（予定） 

      下限  1,000千円 

※展示会等出展・開催事業について上限は

5,000千円とする。 

（１０）組合等情報ネットワークシステム等開発 

事業（組合が事業費を支出） 

  補助率 ：補助対象経費の6/10以内  

  補助金額：上限 11,588千円（予定） 

       下限  1,000千円 

※（９）（展示会等出展・開催事業は除く）、（１

０）について、事業終了後3年以内に「売上が10％

以上増加することが見込まれる」又は「コストが

10％以上削減することが見込まれる」事業につい

ては、上限20,000千円（予定）  

※（９）、（１０）について内容の詳細、応募方

法等は全国中央会のホームページをご覧ください。

また、公募開始は２０１９年４月１日となってい

ますが、応募にあたって、本会からの推薦書の交

付があれば書面審査の際に加点されることとなり

ますので、事前に本会組合担当者までご相談くだ

さい。 

２．お問合せ先 

富山県中小企業団体中央会 総務課 

ＴＥＬ：０７６－４２４－３６８６ 

ＦＡＸ：０７６－４２２－０８３５ 

  

◇ 協会けんぽ富山支部の保険料率の変更につい

て 

 

 ２０１９年３月分（４月納付分）から、健康保

険料率及び介護保険料率が改定されます。ご理解

いただきますようお願い申し上げます。 

 

１．改定内容 

 健康保険料率：９．７１％（現行：９．８１％） 

 介護保険料率：１．７３％（現行：１．５７％） 

※健康保険料と介護保険料は労使折半となります。 

※４０歳から６４歳までの方（介護保険第２号被

保険者）には、健康保険料率に介護保険料率が加

わります。 

２．お問合せ先 

協会けんぽ富山支部 

ＴＥＬ：０７６－４３１－６１５５ 

 

 
発行 富山県中小企業団体中央会  〒930-0083 富山市総曲輪2-1-3  富山商工会議所ビル６階 

 URL.https://www.chuokai-toyama.or.jp/    TEL.076-424-3686  FAX.076-422-0835 

https://www.chuokai-toyama.or.jp/

